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TFTF
実利用とは

科学利用

実 利 用

商業利用

官の利用を中心とした
産官学の取り組み

官サービスの情報革命

防災＋平時利用
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国内の課題 海外の課題



TFTF
少子高齢化
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国立社会保障・人口問題研究所 http://www.ipss.go.jp/
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少子高齢化
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TFTF
少子高齢化

国立社会保障・人口問題研究所 http://www.ipss.go.jp/

5



TFTF
無人地帯の発生

http://www.yomiuri.co.jp (2014/07/25)

国土管理の仕組みが
必要

世界６位の領海まで
含めると更に広い
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TFTF
主要国のCO2排出削減目標

資源エネルギー庁
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http://www.enecho.meti.go.jp/about/faq/002/



TFTF SDGsの達成に向けて
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 国連「持続可能な開発目標」：MDGs→SDGsへ：2030ゴールを目指す
 リモートセンシング技術は、グローバルでの利用を最大限発揮し、SDGsに寄与

 気候変動、安全な水、食糧問題、陸海域の環境、災害対応等々

→地球規模課題の解決/まちづくり等地域の問題解決

→宇宙技術/リモートセンシング技術とその応用が役に立つ世界

BizEarth作成資料
Millennium Development Goals: MDGs
Sustainable Development Goals: SDGs



TF

地球観測センサは
グローバルな監視カメラ
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TFTF
実利用として求めるセンサデータ
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高空間分解能の観測画像

高頻度の観測画像

環境観測データ（海外では衛星が唯一の手段）

 高分解能と環境観測のデータ融合は重要

 利用側はさまざまなセンサの統合利用を考える

 海外のセンサも統合対象

 コンステレーション、静止軌道の利用



TFTF
オープン＆フリー

米国
USGSがLandsatデータを無料配布

内務省予算（50億円/年）で過去までデータ整備
NOAAが気象衛星（環境観測含む）

欧州
 EUが主契約者
 Copernicusのデータはすべてオープン＆フリー

Sentinel衛星シリーズは高分解能＋環境観測

税金使用なので、納税者の権利（オープンデータ）
安全保障・防災が第一義、それに続く実利用（平時）
 データが米国商業クラウド上（ビッグデータ）
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TFTF
宇宙産業ビジョン2030

12



TFTF

基盤部会

民生部会

リモートセンシングの議論＠内閣府

３ 利用ニーズ

７ 先進光学レーダ
９ 静止気象

１０ 温暖化ガス観測

２９ 新事業・新サービス
５２ 民生分野における宇宙利用推進

１１ その他リモートセンシング（環境観測衛星）
１２ その他リモートセンシング（ASNARO, HISUI）

８ 法整備
３８ 調査分析
４２ 法制度

４６ 諸外国
４７ 共同開発
４８ 国際協力
４９ アジア太平洋
５０ 海外タスクフォース

※番号は工程表番号

どんなセンサが必要か？

データで何ができるか？

２つの部会にまたがっており、
包括的な議論が必要
（安全保障は別途議論）
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TFTF

地球規模課題
防災・安全安心
農業・森林・水産
海洋・環境
国土管理

準天頂衛星システム
と同様に、各分野ご
と利活用の推進

日本政策投資銀行・
民間資金投資等によ
る大型の資金枠構築。

日本版・アジア版の
コペルニクス構築。

利用ニーズの各
プロジェクトへの反映

利用ニーズの各
プロジェクトへの反映

新事業・新サービスを創出
するための民間資金や
各種支援策の活用等

新事業・新サービスを創出
するための民間資金や
各種支援策の活用等

宇宙システム海外
展開タスクフォース
宇宙システム海外
展開タスクフォース

民生分野における
宇宙利用の推進に向けた

その他の取り組み

民生分野における
宇宙利用の推進に向けた

その他の取り組み

工程表３ 工程表29 工程表50 工程表52

基本計画総括表の
「その他のリモート
センシング及びセン
サ等の技術開発の高
度化」における平成
35年度以降計画への
利用ニーズの反映

「先進的な宇宙利用
モデル実証プロジェ
クト」等の社会実証
プロジェクトの拡充

Horizon2020と連
携した資金援助枠

2国間・多国間にお
けるODA利用推進モ
デルの構築

日本としての小型衛
星の計画立案

環境整備

利用推進

BizEarth作成資料

工程表の整理
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各省庁ごとの宇宙利
用推進に係る詳細な
工程策定

準天頂衛星利用に比べ
利活用計画が不足



TFTF

国際協力（海外へのパッケージサービス展開）、海外展開タスクフォース

宇宙利用の工程表（総括表として）
宇宙産業ビジョン２０３０

測位

リモートセンシング

電子基準点、航空、災害

東京オリンピック・パラリンピック

データ利活用

実証モデル事業（省庁・自治体連携） 社会実装

農業、災害、森林、水産、水資源管理、海洋、気象

オープン＆フリー、テストベッド

地球規模課題

S‐NET、S‐Booster

宇宙利用産業（実証モデル事業、オープン＆フリー）
宇宙機器産業
海外展開
新たな宇宙ビジネスを見据えた環境整備

2030

産業規模
倍増
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衛星計画とリンク



TFTFCopernicusにおける産官学連携体制
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官

Copernicus Service

産・学

• サービス毎にユーザ省庁（官）を中心
とした代表機関設定

• サービスの開発および実施を支える
サービスプロバイダとして産・学機関
が参画

• それぞれの強みを組み合わせたチー
ムでサービス開発を強力に推進

• 開発後にそのまま実運用につながる
体制が構築される

• EARSC (European Association of 
Remote Sensing Companies)が民間の
意見を取りまとめ

強固な開発連携とそのまま
運用につながる体制構築

国際航業 赤松氏資料



TF 17

正式名称： 地球観測データ利用ビジネスコミュニティ
設立： 2010年3月

事業内容：

1. 産業界を中心に衛星データ利用に向けた要望をとりまとめて国の関係機関に
提案すること

2. 「地球観測データ利用」に関わる成功事例を収集すること
3. 成功事例に基づくビジネスモデルを検討し会員相互で共有すること
4. リモートセンシングMOT人材（プロジェクトサイエンティスト）の育成支援

会員企業：
アジア航測株式会社、株式会社インフォサーブ、宇宙技術開発株式会社
ESRIジャパン株式会社、Exelis VIS株式会社、国際航業株式会社
株式会社サテライト・ビジネス・ネットワーク、JX金属探開株式会社
ジオテクノス株式会社、株式会社地圏環境テクノロジー、日本電気株式会社
株式会社パスコ、株式会社ビジョンテック、富士通株式会社
三井物産セキュアディレクション株式会社、三菱スペース・ソフトウエア株式会社
一般財団法人 リモート・センシング技術センター

BizEarth
http://remosen.jp



TFTF
地球観測衛星活用社会の提案
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ドローン

BizEarth
http://remosen.jp

ビックデータ解析

実利用社会へ



TFTF
オールジャパン体制へ

宇宙関連民生利用産業

ユーザ産業

宇宙利用
サービス産業

宇宙
機器
産業

BizEarth

衛星企業

地理情報、気象
農林業、漁業
商社、保険会社
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海面水温

積雪深

海上風速

海氷

降水量（雨量）

土壌水分量

温暖化予測
（IPCC)

漁場予測

用水計画

北極海航路
運航情報

海氷長期予測

洪水予測

世界穀物
需給見通し

船舶安全航
行情報

南極観測船着
岸ルート選定

漁船の燃料
削減

水資源確保

世界の温暖化
政策へ反映

海運物流の
確保

航海の自由・
北極海資源

確保

科学技術外交
（GRENE事業）

食糧安全保
障へ貢献

積算降雨
（GSMaP）

観測量 ﾓﾃﾞﾙ&ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ 実業案件予測

観測データと実業との相関説明（ 「しずく」 衛星搭載のAMSR‐2（マイクロ波放射計））
＝＞複数衛星を複数機関で利用する態勢の構築が重要

注）赤外ｾﾝｻは雲の
影響で全球観測不適

水蒸気量

気象庁数値
予報ｼｽﾃﾑ 気象予報ひまわり・

GPM他気象
衛星データ

ｴﾙﾆｰﾆｮﾓﾆﾀ

海外防災案件
（バングラデシュ他）

註）IPCC：気候変動に
関する政府間パネル。

(世界標準の物差しとして利用）

地上計測データ
他

各モデルで校正用に利用
AMSR校正をISO国際標準化中

安全保障分野

海外利用（世界気象機関、米国NASA・NOAA・NRL他）

水産庁
（JAFIC)

気象庁

関連機関

国交省・
ICHARM
JICA/ADB
地方自治体
・農水省

環境省・
IPCC他

文科省
・外務省

国交省・
経産省・
海運業者

海上保安庁・
海運業者
・気象会社

農水省

NASA,NRL,
NOAA他

干ばつ指数

出典： 「TFリモートセンシング分科会」
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TFTF
まとめ
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リモセンは我が国の課題解決に大いに役立つ

平時のリモセン利用が実利用の根幹

高分解能と環境観測の相乗効果

実利用を進める上で、産官学の連携が重要

政府の実証モデル事業や環境整備は大きな力

新しい価値の創造こそが宇宙利用の原動力


